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（会期終了日 現在） 

（１）活動概観

〔調査の経過〕 

本調査会は、国民生活・経済及び地方に関し、長期的かつ総合的な調査を行うため、第 

210回国会の令和４年10月３日に設置された。 

本調査会では、３年間の調査テーマである「誰もが取り残されず希望が持てる社会の構

築」の下、１年目は「社会経済、地方の現状と国民生活における課題」、２年目は「社会経

済、地方及び国民生活に必要な施策」について鋭意調査を進めてきた。 

今国会では、理事懇談会等で協議を行った結果、３年目は「社会経済、地方及び国民生活

における希望の実現」について調査を進めていくこととし、12月24日、その旨を調査会に

報告した。 

（２）調査会経過

○令和６年12月24日(火)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

国民生活・経済及び地方に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

閉会中における委員派遣については会長に一任することに決定した。 

 

 


